
第１６８１回島根県教育委員会会議 議題書 

令和８年 10 月 15 日(木) 

日 時 

15 時 00 分～ 



第１６８１回教育委員会会議議題 

期日 令和８年10月15日(木) 

議 題 

－公 開－ 

（議決事項） 

第16号 県立学校の教育職員及び市町村立学校の教職員の特殊勤務手当 

に関する規則の一部改正について（総務課）  ---------３ 

（承認事項） 

第２号 令和９年度定期人事異動方針（教育委員会事務局等職員及び 

県立学校事務職員等）について（総務課）  ---------５ 

（報告事項） 

第45号 島根県教育委員会委員の任命同意について（総務課） 

---------14 

第46号 「しまね教育の日」について（総務課） 

---------18 

第47号 障がい者雇用の状況について（総務課） 

 ---------19 

第48号 県立学校における過剰な苦情や不当な要求等への対応マニュアル 

について（学校企画課） ---------20 

第49号 令和９年度（令和８年度実施）島根県公立学校教員採用候補者 

「特別選考試験（第２回）」の結果について（学校企画課） ---------44 

第50号 令和９年３月高校卒業予定者の進路希望状況等について 

（学校教育課）   ---------45 



議 決 第 1 6号 

総 務 課 

県立学校の教育職員及び市町村立学校の教職員の特殊勤務手

当に関する規則の一部改正について 

１ 改正理由 

９月定例会において、「県立学校の教育職員及び市町村立学校の教職員の特殊勤

務手当に関する条例の一部を改正する条例」が議決されたことを受けて、災害応急

業務等従事手当の支給額に関し、所要の改正を行う。 

２ 改正内容 

⑴ 災害応急業務等従事手当の額の改定（第９条関係）

ア 県立学校の教育職員又は市町村立学校の教職員が、異常な自然現象により重

大な災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、災害対策本部が

設置された地方公共団体の区域に派遣されて行う被災した児童若しくは生徒に

対する学習指導その他の学校教育活動の支援に係る業務で心身に著しい負担を

与えると教育委員会が認めるものに従事したとき 

（改正前：1,080円 改正後：1,440円） 

イ 県立学校の教育職員又は市町村立学校の教職員が、アの業務に準ずるものと

教育委員会が認める作業に従事したとき 

（改正前：1,080円 改正後：1,440円） 

３ 施行期日等 

公布の日から施行し、令和８年４月１日から適用する。 
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県立学校の教育職員及び市町村立学校の教職員の特殊勤務手当に関する規則新旧対照表 

改 正 後 改 正 前 

 県立学校の教育職員及び市町村立学校の教職員の特殊

勤務手当に関する規則 

平 成 元 年 １ 月 2 4 日 

島根県教育委員会規則第１号 

第１条～第８条 〔略〕 

（趣旨） 

第１条 この規則は、県立学校の教育職員及び市町村立

学校の教職員の特殊勤務手当に関する条例（昭和47年

島根県条例第10号。以下「条例」という。）の規定に

基づき、特殊勤務手当の支給される県立学校の教育職

員及び市町村立学校の教職員（以下「教職員」とい

う。）の範囲、支給の対象となる業務又は作業の範

囲、支給方法等に関し必要な事項を定めるものとす

る。 

第２条～第８条 〔略〕 

（災害応急業務等従事手当） 

第９条 条例第18条第２項に規定する教育委員会規則で

定める額は、同条第１項各号に掲げるいずれの場合に

おいても、1,440円とする。 

（災害応急業務等従事手当） 

第９条 条例第18条第２項に規定する教育委員会規則で

定める額は、同条第１項各号に掲げるいずれの場合に

おいても、1,080円とする。 

第10条～第14条 〔略〕 第10条～第14条 〔略〕 

附 則 〔略〕 附 則 〔略〕 
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承認第２号 

総 務 課

令和９年度定期人事異動方針（教育委員会事務局等職員及び県立学校事

務職員等）について 

このことについて、教育長に対する事務の委任等に関する規則（昭和59年島根県教

育委員会規則第２号）第３条第１項の規定により、教育長が次のとおり臨時に代理し

たので、同条第２項の規定により報告し、承認を求める。 

１ 理由 

令和９年度における教育委員会事務局等職員及び県立学校事務職員等の定期人

事異動を公正かつ適正に行うため、人事異動方針を定める必要がある。 

２ 内容 

別紙「令和９年度定期人事異動方針（教育委員会事務局等職員及び県立学校事務

職員等）」のとおり 

３ 臨時代理した日 

令和８年10月６日 
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令和９年度の定期人事異動について 

本県を取り巻く厳しい社会情勢の中、「人口減少に打ち勝ち、笑顔で暮ら

せる島根」の実現を目指し、オール島根で「島根創生」を進めていくことが

県民の皆様から強く期待されています。 

私たち県職員は、県行政は県民の皆様のために行われるものであることを

念頭に、「県民目線」、「現場主義」に重きを置き、県民生活の改善につな

がる具体性をもった政策を展開していかなければなりません。  

そのためにも、「人材育成基本方針（令和５年４月改定）」に示す、「『人

口減少に打ち勝ち、笑顔で暮らせる島根をつくる』ために、島根に愛着と誇

りを持ち、誠実に取り組むこと」、「県を知り、人を知り、島根の未来を具

体的に考え、今考える一番いいことを実行すること」、「組織を支える一員

であることを自覚し、相手を認め、自分を伸ばし、チームの力が高まるよう

取り組むこと」という職員の基本姿勢を職員一人ひとりが認識し、能力を発

揮していくことが求められます。  

令和５年度に導入した本庁係制により、若手職員を積極的に係長へ登用す

ることで、政策立案やマネジメント能力を段階的かつ長期的に向上させ、組

織力を強化していきます。  

また、職員の定年年齢の段階的な引き上げに伴い、60歳以上の高齢期職員

が引き続き幅広い職務で活躍し、次の世代にその知識や技術、経験等を継承

することができる環境を整備していく必要があります。  

併せて、職員の働く環境についても、健康管理や勤務時間の短縮に向けて、

職場での話し合い等を進めていくことにより、職員が健康でいきいきと働く

ことができ、仕事と生活の調和がとれる職場環境を整備していきます。  

本県の財政状況が依然として厳しい状況にある中、こうした取組を通じ、

限られた人員で複雑化する行政課題に的確に対応しつつ、組織として最大限

の力を発揮するために、本庁・教育機関・県立学校等を通じて最適な組織・

人員配置を行っていきます。  

以上を踏まえ、令和９年度定期人事異動方針を次のとおり定めます。  
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令和９年度定期人事異動方針 

（教育委員会事務局等職員及び県立学校事務職員等） 

島根県教育委員会 

Ⅰ 全般的事項  

１ 総括事項  

⑴ 人事異動の基本的な考え方

職員が一人ひとりの能力を最大限に発揮し、意欲と希望をもって、こ

の難関に立ち向かえるよう、人事評価等により、能力、実績及び意識姿

勢に応じた任用を徹底し、適材適所の人事異動を行う。  

⑵ 年度中途の人事異動

人事異動は、原則として年度当初に行うものとするが、高度･複雑化、

多様化する行政課題に迅速に対応するため、年度中途における異動につ

いても、柔軟に対応する。  

また、任命権者を超えた職員応援が求められる場合は、年度中途であ

っても必要な人事異動を実施する。  

⑶ 所属内の柔軟な職員配置

所属全体の業務バランスを見ながら、係を超えた業務調整や突発的な

事案対応等ができるよう、所属内の係等を越えた職員配置の変更につい

ては、所属において積極的かつ柔軟に行う。  

⑷ 職員の健康への配慮

近年、精神疾患等による長期病休者が増加するなど、職員の健康への

配慮が重要となってきており、職員の健康状態や適性を把握し、人事異

動を行う。  

⑸ 定年引上げ職員・再任用職員の配置

職員の能力、経験を勘案した業務分担、業務の円滑な遂行及び組織運

営の継続的な安定に配慮した配置に努めることとする。  
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２ 異動の基準  

⑴ 同一所属の勤務年数等

同一所属の勤務年数は、３年を基本とする。

３年以上同一所属で、長期間担当することにより弊害が生じるおそれ

のある業務（許認可業務、契約・会計事務及び検査・監督業務等）に従

事している者については、原則として異動を行う。  

ただし、プロジェクトなど事業の継続性や組織の最適な運営等を考慮

し、３年を超える人事配置も柔軟に行う。  

⑵ 地域間異動

長期にわたり同一の地域内においてのみ異動している職員について

は、当該地域以外の地域に異動を行うよう努める。  

⑶ 生活の本拠地と離れた地域に勤務する職員の異動

生活の本拠地と離れた勤務地に３年以上勤務している職員は、できる

限り通勤可能地への異動を行う。  

３ 重点事項  

⑴ 女性職員の登用

本県の職員新規採用時の男女比は、近年では一部の技術職を除けば男

女とも同等程度になってきている。  

今後も活力ある県行政を維持増進していくため、多様な部署への積極

的配置や、それぞれの能力の強みを活かしながら、課長補佐や管理職へ

の登用を一層進める。  

⑵ 教育行政全般に精通した職員の育成

県民一人ひとりが生き生きと心豊かに暮らせる社会をつくっていく

ために、教育の現場を支える教育行政の果たすべき役割は大きい。

このような役割を果たしていくため、中長期的視点に立って、指導主

事や社会教育主事等と連携しながら教育行政全体をよりよくマネジメ

ントできる職員の育成を行う。

⑶ 職員のキャリア形成促進を図る配置

職員一人ひとりが、「人材育成基本方針」に示す職員の基本姿勢を身

につけ、県民生活の改善につながる具体性をもった政策を展開する能力

を高めるためには、様々な経験をする必要がある。  

このため、職員が広く県土を理解するとともに、地域の一員として県

内各圏域の現状や課題を直接把握し、政策に反映していくため、生活の

本拠地と離れた勤務地への異動を行う。  

特に若手職員については、直接住民や地域と接することの多い部署

や、県政における企画立案・調整能力等の資質向上につながるような部

署などをバランス良く経験できるような異動を行う。  
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⑷ 特定の分野・職務に精通した職員の育成

専門性をより求められている特定の行政分野・職務においては、必要

に応じて、３年を超える同一所属への勤務や長期にわたる同一業務への

従事により、専門的な知識や技術を身につけた職員の育成を行う。  

⑸ 人事交流の推進

① 地域･任命権者間交流

職員が、行政に対し幅広い識見を持ち、職場が清新な雰囲気となる

よう、地域間、各任命権者間の職員交流を推進する。  

② 技術系職員の人事交流

所属や業務が限られる技術系の職員が、事務的職務や類似する他職

種の職務に就き、異分野の経験をするよう人事交流を図る。  

③ 国、他自治体等との人事交流

国、他自治体等との人事交流を通じて、職員が様々な経験を持てる

よう配慮する。  

⑹ 庁内公募の積極的活用

庁内公募制度に関しては、他自治体との人事交流等に加え、異動にあ

たって特定の所属の業務等について自ら希望する職員の公募を行う「チ

ャレンジ制度」を設けているところである。  

この庁内公募制度を積極的に活用し、職員の意向や意欲をより一層重

視した異動を行う。  

⑺ 公益的法人等への職員派遣

公益的法人等への職員派遣については、公益的法人等派遣法及び同条

例の趣旨等を踏まえ、その必要性を引き続き検討し、必要最小限度とす

る。  

また、指定管理者制度導入施設の指定管理業務へは、原則派遣を行わ

ない。  

⑻ 被災地への職員派遣

令和６年能登半島地震及び令和８年熊本地震等、大規模災害被災地の

復旧・復興を支援するため、職員派遣を必要に応じて行う。  
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Ⅱ 個別的事項  

１ 管理職  

管理職は、その職に求められる能力・識見を備え、人格的にも職員の範

となるとともに、特に優れた勤務実績・意識姿勢を有する職員の中から選

考するものとする。  

２ 課長補佐・教育機関等の課長等  

課長補佐、教育機関等の課長等は、専門的知識を有し、調整･折衝を必要

とする非定型業務を効率的に遂行する能力、政策を形成する能力、リーダ

ーシップを発揮して組織をまとめる能力、その職員に適した方法で資質を

向上させ、組織の総合力を高める能力が求められる。  

能力や意識姿勢を重視して選考し、勤務実績等を勘案の上、配置を行う。 

３ 係長・主幹等  

⑴ 係長

係長は、困難係長級及び係長級の職員が担う。係長には、その職級を

問わず、最小単位の組織の長として、部下の指導育成と組織マネジメン

トに加え、専門的知識をもとに政策を立案し、主体的に実行する役割が

求められる。  

困難係長級及び係長級にそれぞれ求められる能力は、次のとおりとす

る。  

困難係長級  係長級  

・他者に的確な業務指示を出す能

力

・より複雑な問題の分析、原因究明

及び対策の立案  

・他者に適切な業務指示を出す能

力

・通常業務において生じる問題の

分析、原因究明及び対策の立案

⑵ 主幹等

係等にあって、上司を補佐し、蓄積された行政経験と専門的知識をも

って中心的な立場で業務を遂行するとともに、若手職員の指導・育成等

に当たる役割を担う能力が求められる。  

⑶ 配置の考え方

上記の役割を担う能力・意識姿勢を有する職員から選考し、勤務実績

等を勘案の上、適材適所の配置を行う。  

10



- 6 -

⑷ 困難係長級への昇任要件

① 基本的な考え方

昇任にあたっては、職種及び試験区分に関わりなく、困難係長級に

求められる意識姿勢、職務遂行能力を十分に備えているかを勘案の上、

任用を行う。  

② 勤務地要件及び係長要件

本県が抱える様々な行政課題を解決していくためには、広く県土を

理解することが必要不可欠であることに加え、早期に係長職を担うこ

とで、政策立案やマネジメント能力を段階的かつ長期的に向上させて

いく必要があることから、原則として、困難係長級の職に就くまでに、

出雲部及び隠岐・石見部等にそれぞれ１回以上勤務し、係長を１年以

上経験することとする。  

職種ごとの適用及び勤務地の範囲等の詳細は、別紙１及び別紙２の

とおりとする。  

４ 主査・主任、主任主事・主任技師、主事・技師等  

長期的かつ計画的な人材育成の視点から、行政全般にわたる様々な経験

を積み県土への理解を深めるため、３年を基本として異動させるととも

に、一部の職種を除き採用後３回目までの異動で本庁勤務をさせるよう努

める。  

事務職員にあっては、特に若手のうちに他任命権者への出向を積極的に

推進する。また、できるだけ税務、用地交渉等住民と接する職場での経験

を積ませるため、本庁に勤務する20歳代の若手職員を中心に、２年での異

動を行う場合がある。  

なお、一定の経験を積んだ職員については、高度専門化する行政ニーズ

に対応するため、必要に応じて、３年を超える同一所属への勤務や同一業

務に継続して従事させることとする。 

11



- 7 -

（別紙１） 

職種ごとの勤務地要件又は係長要件の適用 

勤務地要件：出雲部及び隠岐・石見部等にそれぞれ１回以上勤務 

係長要件：係長経験１年以上 

※ 昇任にあたっては、困難係長級に求められる意識姿勢・職務遂行能力を十分に備えているか

どうかを判定し、任用を行う。

【留意事項】 

１ 勤務地要件の適用にあたっては、１回の勤務を原則３年とし、３年未満については、

個別に判定する。 

２ ①が適用されている職種については、３級係長までに出雲部及び隠岐・石見部等に

それぞれ１回以上勤務することとする。（出雲部又は隠岐・石見部等のうち、経験の

ない勤務地への異動と同時に３級係長となる場合も含む。） 

３ 障がい者を対象とした採用選考試験により採用された者についても、原則、上表の

とおりとするが、勤務地要件については本人の障がいの状態等を踏まえて個別に適用

する。 

４ 上表にない職種（試験区分）については、個別に判定する。 

【経過措置事項】 

５ 令和５年４月１日時点において、勤務地に係る従前のルールを満たしている者は、

上表によらず、昇任を可能とする。 

例：一般事務（大卒程度・高卒程度） 

令和５年４月１日時点で出雲部に１回以上、隠岐・石見部等に２回以上勤務して

いる者は３級係長を経験せず困難係長級への昇任を可能とする。 

職種 試験区分 

適用 

①勤務地要件 

及び係長要件 

②係長要件 

のみ 

③勤務地要件 

のみ 

一般事務 

大卒程度・高卒程度 ○ 

地区別 ○ 

障がい者 ○ 

建築 大卒程度・高卒程度 ○ 
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- 8 -

（別紙２） 

勤務地の範囲 

１ 出雲部の範囲 

隠岐・石見部等以外 

２ 隠岐・石見部等の範囲 

⑴ 大田市以西

⑵ 奥出雲町

⑶ 飯南町

⑷ 隠岐郡

３ 上記１、２どちらへの異動にも見なされるもの（※） 

⑴ 国への派遣

⑵ 他の地方公共団体への派遣

⑶ 公益的法人等への派遣

⑷ 県外、海外

※ 上記３の考え方（例）

例１：採用後の勤務地が出雲部のみの職員が、国へ派遣される場合 

→ 国への派遣を「隠岐・石見部等」への異動とみなす。

例２：採用後の勤務地が大田市以西のみの職員が、島根県立大学浜田キャンパスに派

遣される場合 

→ 島根県立大学浜田キャンパスへの派遣を「出雲部」への異動とみなす。
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報 告 第 45号 

総 務 課 

島根県教育委員会委員の任命同意について 

 島根県教育委員会委員の任命について、地方教育行政の組織及び運営に関する法律

（昭和31年法律第162号）第４条第２項に基づき、知事から県議会へ提案され、県議

会の同意が得られた。 

１ 任命の同意を得た委員の氏名及び任期 

大谷
おおたに

 海
かい

 （任期：令和８年10月24日から令和12年10月23日まで） 

※島根県教育委員会委員生越洋子の任期満了に伴う次期委員

塩満
しおみつ

 恭子
きょうこ

（任期：令和８年10月16日から令和10年10月14日まで） 

※島根県教育委員会委員髙島尊子の辞職に伴う補欠委員

２ 委員の略歴 

別紙１及び別紙２のとおり 

【参考】地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和31年法律第162号）第４条第２項 

委員は、当該地方公共団体の長の被選挙権を有する者で、人格が高潔で、教育、学術及

び文化に関し識見を有するもののうちから、地方公共団体の長が、議会の同意を得て、任

命する。
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氏名 任期 備考 氏名 任期 職

R8.10.24 R4.10.24
～ ～

R12.10.23 （大田市） R8.10.23

R8.10.16 R6.10.15
～ ～

R10.10.14 （益田市） R8.10.15

令和８年９月県議会提出人事案件（令和８年１０月９日提出分）

区分
新　　任 旧　　任

交替理由

教育委員

大谷
おおたに

　海
かい

浜田市
会社員

任期満了による
地方教育行政の組織及び運営に関する法
律第4条第2項の規定による任命

塩満
しおみつ

　恭子
きょうこ

辞職による
地方教育行政の組織及び運営に関する法
律第4条第2項の規定による任命

■任命しようとする理由
① 小学校、中学校、高校のＰＴＡ会長に加え、浜田市ＰＴＡ連合会の会長も勤めた経験があり、学校活動への理解と熱意がある。
② 県立高校の部活動指導員であり、部活動や働き方改革に関する積極的な意見が期待できる。
③ ３人の子どもの親として、保護者目線での活動が期待できる。

教育委員

教育委員

生越
おごし

　洋子
ひろこ

髙島
たかしま

　尊子
たかこ

■任命しようとする理由
① 豊かな地域資源を生かした保育を積極的に行っている。地域の方々とのつながり、ふれあいを大切にし、生まれ育った地域の良さを

感じながら育てることを重視した保育を実践している。
② 益田市保育研究会にて中心的役割を担い、益田市教育委員会とも連携し、保幼小連携に向けて精力的に活動している。
③ 長年にわたり益田市保育研究会の中心的役割を果たしてきたリーダーシップと、安心して話ができる包容力のある人柄を兼ね備えて

おり、後進の育成にも尽力している。

益田市
保育園　園長
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略

歴

書

氏

名

大
谷

お
お
た
に

海か
い

現
住
所 

島
根
県
浜
田
市
長
沢
町
七
〇
九
番
地
一
一 

学

歴
平
成
一
二
年 

三
月 

東
京
測
量
専
門
学
校 

卒
業 

職
歴
等 

平
成
一
二
年 

四
月 

第
三
セ
ク
タ
 
山
陰
有
限
会
社 
入
社 

平
成
一
四
年
一
二
月

平
成
一
五
年 

四
月 

株
式
会
社
ハ
マ
ソ
ク 

入
社 

平
成
二
六
年
三
月

平
成
二
六
年 

四
月 

株
式
会
社
サ
ン
ワ 

入
社 

令
和 

三
年 

五
月 

浜
田
市
Ｐ
Ｔ
Ａ
連
合
会 

会
長 

令
和
五
年
四
月

令
和 

八
年 

八
月

株
式
会
社
サ
ン
ワ 

課
長 

別紙１ 
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略

歴

書

氏

名

塩
満

し
お
み
つ

恭
子

き

う
こ

現
住
所 

島
根
県
益
田
市
染
羽
町
五
番
一
三
号 

学

歴
平
成 

三
年 

三
月 

日
本
福
祉
大
学
女
子
短
期
大
学
部 

卒
業 

職
歴
等 

平
成 

三
年 

四
月 

社
会
福
祉
法
人
神
田
保
育
園 
神
田
保
育
園 

保
育
士 

平
成
一
〇
年 

四
月 

社
会
福
祉
法
人
西
益
田
福
祉
会 

神
田
保
育
園 

主
任
保
育
士 

平
成
一
五
年 

四
月 

社
会
福
祉
法
人
西
益
田
福
祉
会 

神
田
保
育
園 
園
長 

平
成
二
九
年 

四
月

社
会
福
祉
法
人
西
益
田
福
祉
会 

認
定
こ
ど
も
園
神
田
保
育
園 

園
長 

令
和 

四
年 

五
月

益
田
市
社
会
教
育
委
員 

 

令
和 

五
年 

七
月

島
根
県
幼
児
教
育
推
進
協
議
会
委
員 

別紙２ 
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報告第 46 号 

総  務  課 

「しまね教育の日」について 

１ しまね教育の日 

家庭環境や社会的な価値観の変化等さまざまな課題に対処していくためには、学校だ

けでなく、学校、家庭、地域、行政が一体となり、県民総参加で教育に関わっていくべき

との趣旨で、条例により、毎年11月１日が「しまね教育の日」、それに続く11月７日まで

が「しまね教育ウィーク」に定められている。 

２ 取組状況 

「しまね教育の日」を起点とする「しまね教育ウィーク」期間中及びその前後に、県教

育委員会をはじめ、市町村教育委員会、学校、公民館、教育関係団体などで様々な取組を

行っている。 

〔例〕県教育委員会   … 表彰、講演会など 

市町村教育委員会 … 講演会、シンポジウムなど 

学校   … 文化祭、授業公開、講演会、地域交流活動など 

公民館   … 文化祭、学校との連携事業、親子読書、体験活動など 

教育関係団体  … 保護者研修会、講演会など 

３ 今年度の表彰式 

⑴ 日時：令和８年11月９日（月）10：30～11：45

⑵ 場所：サンラポーむらくも「瑞雲の間」

⑶ 内容：「令和８年度教育功労者及び教育優良団体表彰」

「令和８年度優れた教育活動表彰」 

「令和８年度優秀指導者表彰」 

【参考】しまね教育の日を定める条例（平成14年島根県条例第66号） 

（趣旨） 

第１条 教育に対する県民の意識を高め、日本国憲法及び教育基本法（平成18年法律第120号）の

精神にのっとり、本県教育の充実と発展を図るとともに、島根を愛しふるさとに誇りを持つこ

どもたちを育むために、しまね教育の日を設ける。 

（しまね教育の日） 

第２条 しまね教育の日は、11月１日とする。 

（しまね教育ウィーク） 

第３条 しまね教育の日の趣旨にふさわしい取組を実施する期間として、11月１日から同月７日

までをしまね教育ウィークとする。 

（県の責務） 

第４条 県は、前条の取組を進めるために必要な施策を講ずるように努めるものとする。 

附 則 〔略〕 
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障がい者雇用の状況について 

１ 制度概要 

障害者の雇用の促進等に関する法律第38条第１項の規定に基づき、国及び地方公共団体の

任命権者には一定数以上の障がい者雇用を義務付け 

２ 教育委員会における障がい者雇用率の状況（令和８年６月分・島根労働局報告数値） 

法定雇用障がい者数の算定

の基礎となる職員数（人） 

障がい者の

数（人） 

実雇用率 

（％） 

不足数 

（人） 

法定雇用率 

（％） 

Ｒ元年度 5,730.5 144.5 2.52 － 2.40 

Ｒ２年度 6,607.0 155.5 2.35 2.5 2.40 

Ｒ３年度 6,618.0 158.0 2.39 7.0 2.50 

Ｒ４年度 6,612.0 162.0 2.45 3.0 2.50 

Ｒ５年度 6,618.5 164.0 2.48 1.0 2.50 

Ｒ６年度 6,681.5 168.0 2.51 12.0 2.70 

Ｒ７年度 7,526.0 187.0 2.48 16.0 2.70 

Ｒ８年度 7,556.5 184.0 2.43 20.0 2.70

増減(R8-R7) ＋30.5 △3.0 △0.05 ＋4.0 － 

・ 職員数等は障がいの程度や勤務時間に基づく換算により算出することとされているため、実人数とは異なる

・ 毎年６月１日現在の状況を国に報告

・ 法定雇用率は令和６年４月１日付けで2.50％から2.70％に引上げ

・ 令和７年４月の除外率引下げ（25％→15％）に伴い算定の基礎となる職員数が増加

(※) 主な変動理由（令和７年６月以降） 

・正規職員 ：退職、他任命権者への異動により８人分減（実人数：６人減）

・非正規職員：ワークセンタースタッフの採用等により５人分増（実人数：３人増）

３ 採用試験の実施状況 

令和８年５月以降 障がい者を対象とした公立学校教員採用試験の実施 

11月上旬  障がい者を対象とした市町村立学校（小・中・義務教育学校）事務

職員採用試験の実施 

随時 ワークセンター支援員及び障がい者を対象とした会計年度任用職

員（ワークセンター勤務）の募集 

４ 今後の取組等 

・ 教員採用試験における障がい者枠の設定、障がい者を対象とした市町村立学校事務職員

の採用試験等の実施により、引き続き障がいのある正規教職員の任用を進めていく。

・ 障がいのある教職員が働きやすく、やりがいを感じることのできる職場づくりや、ワー

クセンターの支援体制の充実を図るとともに、ワークセンターの規模拡大についても検討

し、障がいのある教職員の任用をより積極的に進めていく。

・ 知事部局と連携し、障がいのある職員に担ってもらう職務の選定・創出、作業の集約化、

支援事例の共有などを図っていく。

報告第47号 
総 務 課 
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県立学校における過剰な苦情や不当な要求等への対応マニュアルについて 

１ 現状と課題 

・ 県立学校教職員を対象とした令和７年度のハラスメントに関するアンケートにおいて、「カス

タマーハラスメントを受けたことがある」と回答した人は 7.4％、「見たことがある」と回答した

人は 13.0％あった。（複数回答可） 

・ 文部科学省ホームページによると、全国の都道府県教育委員会及び指定都市教育委員会のうち、

13 都府県、２指定都市で保護者等からの過剰な苦情や不当な要求等への対応マニュアルや手引き

が作成されている（令和８年８月４日時点）。

・ 改正労働施策総合推進法（令和７年６月４日制定、令和８年 10 月 1 日施行）に基づき、厚生労

働省から「カスハラ防止指針」が示され、学校現場においても対応が求められている。今般、文

部科学省から「学校と保護者・地域住民等とのより良い関係構築のためのガイドライン」（令和８

年８月 28 日付け）が示され、学校現場で働く教職員等を保護する方針の明確化と必要な仕組み

の整備が求められている。

・ 島根県総務部による知事部局職員を対象とした「クレーム対応マニュアル」（令和８年４月一部

改正）はすでに作成されているが、教職員向けの対応マニュアルは今まで作成されていない。

２ 本マニュアルの構成 

(1) 一般的なクレーム対応（初期対応）

(2) 過剰な苦情や不当な要求等の判断基準

(3) 過剰な苦情や不当な要求等の類型別の代表的行為

(4) 過剰な苦情や不当な要求等の対応

(5) 過剰な苦情や不当な要求等の対応に係る留意点と類型別対応例

(6) 外部との連携

３ 本マニュアルの要点 

(1) 一般的なクレーム対応（初期対応）

・ 外部からのクレームを過剰な苦情や不当な要求等と最初から決めつけない。

・ 録音する場合は、基本的に相手の了承を得ることとするが、相手の許可なく録音した場合であ

っても違法とはならない。 

・ 謝罪する場合は、対象を明確にして謝罪する。

(2) 過剰な苦情や不当な要求等の判断基準

・ 保護者等からの要求内容に妥当性があるか

・ 要求を実現するための手段・態様が社会通念に照らして相当な範囲にあるか

報告第 48 号 

学 校 企 画 課 
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(3) 過剰な苦情や不当な要求等の類型別の代表的行為

・ 厚生労働省の「カスタマーハラスメント対策企業マニュアル（令和８年度改訂版）」に従い、９

つの類型に分け、代表的行為を明示

(4) 過剰な苦情や不当な要求等への対応

・ 速やかに管理職に報告し、校内体制を確立する。

・ 担当者を孤立させないよう、必ず複数人で対応する。

・ 校長を出すよう要求されても、必ずしも応じる必要はなく、ケースに応じて対応する。

・ 同じ内容を３～４回繰り返された場合、対応を終了することを検討する。

・ 個人としての考えを聞かれた場合は、応じる必要はない。

・ 「納得できない。」と言われた場合であっても、相手が納得するまで説明する義務はない。

(5) 過剰な苦情や不当な要求等の対応に係る留意点と類型別対応例

・ 文書での謝罪は、組織として明らかな落ち度がある場合に行うものであり、そうでなければ基

本的に応じる必要はない。 

・ 文書での回答は、法令等で定められているものを除き、行う義務はない。

・ 必要に応じて、スクールロイヤーへの相談、警察への通報を検討する。

・ 被害を受けた教職員の保護・支援に当たっては、必要に応じて専門家への相談を行う。

(6) 外部との連携

・ 教育委員会への報告

・ スクールロイヤーへの相談

・ ＳＣ・ＳＳＷとの連携

・ 警察への通報

４ 本マニュアルの内容の周知について 

・ 令和８年９月17日付けで県立学校長あてに本マニュアルを通知し、各学校において職員会議や

校内研修会等において周知を行っている。

・ 上記の通知と合わせて本マニュアルの説明動画を県立学校長あてに送付しており、教職員が各

自視聴するなど、周知に当たって適宜活用するよう促している。

・ 市町村教育委員会に対しては、本マニュアルを送付し、関連事項を含めて情報提供を行ってお

り、県内小中学校教職員については、各市町村で対応マニュアルを作成するなどの対応を行うよ

う通知している。 

・ 県教育委員会ホームページに本マニュアルを掲載するとともに、文部科学省作成の保護者・地

域住民向け啓発チラシを各県立学校スクールメール等を通じて各家庭へ送付、各県立学校ホーム

ページに同チラシを掲載するなどして、保護者や地域住民の方へ周知を行っている。 
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令和９年度（令和８年度実施） 

島根県公立学校教員採用候補者「特別選考試験（第２回）」の結果について 

島根県教育委員会 

１ 試験の目的 

30～40歳台の中堅層の不足等を踏まえ、即戦力となる人材を早期に確保するため。 

２ 出願資格 

次の⑴又は⑵のいずれかで、出願する校種・職種の教員免許状を所有している者 

⑴ 島根県外の国公私立学校で正規教員として３年以上勤務している者（現職に限る）

⑵ 過去10年以内に、島根県内外の国公私立学校で正規教員として３年以上勤務していた者

３ 選考試験 

⑴ 試験内容、試験日及び会場

⑵ 面接方法

１回40分程度の面接を２回実施

４ 選考結果 

⑴ 校種・職種別名簿登載者数等

区 分 受験者 名簿登載者 

小学校教諭 ２名 ２名 

中学校教諭 ２名 ２名 

高等学校教諭 ０名 ０名 

特別支援学校教諭 １名 ０名 

合 計 ５名 ４名 

⑵ 出願資格別名簿登載者数

・県外現職教員（上記２ ⑴）：３名

・過去正規教員経験者（上記２ ⑵）：１名（県外１名）

試験内容 試 験 日 会 場 

個 人 面 接 令和８年10月４日(日) 島根県職員会館 

報告第 49 号 

学 校 企 画 課 
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報 告 第 50 号 

学 校 教 育 課 

令和９年３月高校卒業予定者の進路希望状況等について 
（県立、市立及び私立の全日制並びに県立の定時制） 

１ 進路希望状況等 
８月末日現在（単位：人） 

（参考：令和７年度卒業者実績（令和８年３月末日現在）） （単位：人） 

２ 進路希望の傾向（各高校からの聞き取り） 

・ 多くの求人があり、生徒の選択肢が広がっているが、就職希望者が減少傾向なため、

企業ニーズに応えられていない。

・ 県内県外に関わらず、賃金水準や福利厚生が充実している企業を希望する生徒が多

く、大手企業に集中する傾向がある。

３ 新規高等学校卒業者の就職に係るスケジュール 

時 期 内 容 

６月１日以降 ハローワークにおける求人受理開始

７月１日以降 各企業から学校への求人票送付開始 

７月上旬～８月下旬 
生徒・保護者への進路説明会、三者面談、応募前企業見学 

校内進路会議（生徒ごとに希望する１社を決定）、履歴書作成 

９月５日以降 学校から各企業へ推薦開始（企業へ履歴書等提出） 

９月16日以降 各企業における採用選考開始、採用内定の開始 

県内 県外 県内 県外

3,927 1,112 2,815 1,076 822 254

73.5% 28.3% 71.7% 20.1% 76.4% 23.6%
Ｒ７ 5,341

296
進学 260
就職　36

年度
卒業
者数

進学 就職 未定

県内 県外 未定 県内 県外 未定

4,287 1,259 2,978 50 1,120 850 245 25 18

79.0% 29.4% 69.5% 1.1% 20.6% 75.9% 21.9% 2.2% 0.3%

4,234 1,219 2,986 29 1,115 839 254 22 22

78.8% 28.8% 70.5% 0.7% 20.8% 75.2% 22.8% 2.0% 0.4%

4,058 1,200 2,806 52 1,047 805 215 27 31

79.0% 29.6% 69.1% 1.3% 20.4% 76.9% 20.5% 2.6% 0.6%

対Ｒ６増減 △ 289 △ 229 △ 59 △ 172 ＋2 △ 73 △ 45 △ 30 ＋2 ＋13

対Ｒ７増減 △ 235 △ 176 △ 19 △ 180 ＋23 △ 68 △ 34 △ 39 ＋5 ＋9

就職 未定年度

Ｒ８

Ｒ６

卒業
予定者

進学

5,425

5,136

Ｒ７ 5,371
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【参考：島根労働局資料（７月末日現在）】 

新規高等学校卒業者の求人等の状況 

・ 求人倍率：3.07倍（前年同期 3.07倍）

〈産業別〉 

・ 建設業は、前年度採用者の人材育成を優先したことや、業務見直しが一因となり、

求人数が減少

・ 製造業は、大手企業の求人数増加による影響
（単位：人） 

〈地区別〉 

松江地区は、上記記載の建設業の求人数の減少等により、地区としても減少 

（単位：人） 

建設 製造 卸･小売 宿泊・飲食 生活関連・娯楽 医療・福祉 その他 計

766 957 275 157 44 208 649 3,056

917 907 311 147 43 197 610 3,132

852 987 291 122 55 178 557 3,042

対Ｒ６増減 ＋86 ＋30 ＋16 △ 35 ＋11 △ 30 △ 92 △ 14

対Ｒ７増減 △ 65 ＋80 △ 20 △ 25 ＋12 △ 19 △ 53 △ 90

Ｒ６

Ｒ７

Ｒ８

年度

安来 松江 雲南 出雲 大田 川本 浜田 益田 隠岐 合計

182 1,123 177 818 88 78 274 271 45 3,056

167 1,205 177 833 87 67 290 257 49 3,132

208 1,078 167 889 90 74 250 240 46 3,042

対Ｒ６増減 ＋26 △ 45 △ 10 ＋71 ＋2 △ 4 △ 24 △ 31 ＋1 △ 14

対Ｒ７増減 ＋41 △ 127 △ 10 ＋56 ＋3 ＋7 △ 40 △ 17 △ 3 △ 90

求人倍率 7.70 3.17 3.09 3.56 2.81 4.63 1.94 2.18 1.35 3.07

年度

Ｒ６

Ｒ７

Ｒ８
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